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第３・１
（１）

診療事業
（効果的・効率的な医療提供体制の推進）

A A 1-1-1 ○ ○ ○

　医療等に係る地域のニーズの把握に努め、地域の取組が十分でない分野を補完するとともに地域
の他の医療機関等との連携を図ることは、「地域包括ケアシステムの構築」及び「医療・介護連携の
推進」という厚生労働省の政策目標を達成するために重要な取組であり、重要度が高い。
　また、近年、救急搬送患者数は増加傾向にあり、受入先となる救急医療機関の増加率を上回る水
準で増加を続けている。さらに、医師の偏在等のために医師の確保が困難な状況で、平成29年度実
績値を上回る救急搬送応需率を維持していくことは難易度が高い。
　加えて、今後も一層、高齢化が進展し、認知症患者等の増加により、退院後も医療サービスや介護
サービスが必要で在宅復帰が困難な患者が増加すると見込まれることを考えると、平成28年度実績
値を上回る地域包括ケア病棟の在宅復帰率を維持していくことは難易度が高い。

第３・１
（２）

診療事業
（予防・健康づくりの推進）

B B 1-1-2 ― ― ― ―

第３・２ 介護事業 A A 1-2 ○ ○ ○

　地域包括ケアシステムの構築で重要な介護予防から人生の最終段階における医療・ケアまでを
シームレスに提供する体制として、老健施設における在宅復帰の促進、在宅復帰後において地域の
在宅療養を支える中心的役割を担っている訪問看護ステーションにおける体制強化は超高齢社会を
迎える我が国の地域包括ケアシステムを構築する上で重要な課題であり、重要度が高い。

　また、老健施設の在宅復帰率の全国平均34.0％（平成29年度）※と比較して既に高い水準にある地
域医療機構の老健施設の在宅復帰率を率先して更に高めることは難易度が高い。
※令和元年４月～９月の老健施設の全国平均在宅復帰率　36.7％
　さらに、訪問看護ステーションにおける重症者の受入数を、平成29年度実績値の9411人から毎年
度、前年度より増加させ、令和５年度までに１万3000人以上に増加させるためには、既存の訪問看護
ステーションを大規模な機能強化型の訪問看護ステーションに転換していく必要があり、そのために
は全国的に看護師が人手不足の状況にある中で多数の人材を確保する必要があることから、難易
度が高い。

第３・３ 病院等の利用者の視点に立った医療及び介護の提供 B B 1-3 ― ― ― ―

第３・４ 教育研修事業 Ａ Ａ 1-4 ― ― ― ―

業務運営の効率化
に関する事項

第４ 業務運営の効率化に関する事項 B B 2 ― ― ― ―

財務内容の改善に
関する事項

第５ 財務内容の改善に関する事項 A A 3 ― ○ ○

　病院経営管理指標において、経常利益が黒字の公的医療機関数が平成26年度以降減少と上昇を
繰り返し安定しない厳しい経営環境が続いていることに加え、医師を始めとする職員の働き方改革が
求められている状況で、診療報酬や介護報酬の改定に対応しながら、経常収支率100％以上を達成
することは難易度が高い。

その他業務運営に
関する重要事項

第６ その他業務運営に関する重要事項 B B 4 ― ― ― ―

総合評定 ― ― A A ― ― ― ― ―
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国民に対して提供す
るサービスその他の
業務の質の向上に
関する事項


